
特集・行政の再点検と提案

清掃行政の実態と提案

小泉富太郎

1 その経過と現状

清掃事業が法体系のもとで行政としての一歩を踏

み出したのは明治33年汚物掃除法公布のときであ

る。しかし大都市＜江戸・大阪＞ではすでに近世

において業の発生をみるが，横浜も開港場として

の特殊地域であるため，関内を中心とした地域は

幕末から業が行なわれていた。

汚物掃除法は清掃を市町村の固有事務と規定し，

規制は与えても市町村の自主性に任せて戦後にい

たっている。それゆえ市町村は自主財源のなかで

たんにゴミを集め，ふん尿を汲取って農民に売却

するなど住民の要望に応ずるていどでその内容に

はみるべきものはきわめて少なかった。

そして昭和29年には，清掃法が成立する。これは

それまでのサービスでは社会的な要望を満足させ

ることができないうえに，戦後急激に高まりつつ

あった保健衛生思想と，同時に発達してきた衛生

工学の知識からも，抜本的な改革によって清掃行

政の再建を図るためであった。

昭和29年厚生大臣は国会においてつぎのように提

案理由を説明している。

　｢清掃事業の能率的な運営によって生活環境を清

潔に保つことが環境衛生対策の第一歩であるこ,と

は，いまさら申すまでもありませんが，現在清掃

事業の根拠法規となっておりますものは，明治33

年の制定にかかる汚物掃除法であります。しかる

に現行法制定後,50数年間における都市の発展，

人口の増加，産業の発達などはいちじるしいもの

があり、また，公衆衛生なかんずく衛生工学は長

足の進歩を示しておりますので現行法は今日の社

会情勢に即応して情掃事業を行なううえにおいて

は，もはや十分にその機能を果すことができなく

なったのであります。かかる事情にかんがみ，清

掃事業の効率的な運営を図るため，本法案を提案

いたしたしだいであります。｣また立法趣旨をみる
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と，事業の実施主体は市町村におき、従来どおり

固有事務としての考え方をしているが広域的見地

から一定の規制を加え，国または都道府県の事務

として処理すべき事項を新たに取り入れ，おのお

の責任において公衆衛生の総合的な運営を図るこ

ととしている。また，清掃事業に高度の技術性を

もたせ，清掃行政として完成させる必要があり，

衛生工学の基礎にもとづいて施設の普及，適正な

管理，作業方法の改善などを意図している。さら

に具体的な改革として，地域の設定，環境衛生指

導員の設置，国の財政的援助，住民の義務規定な

どを盛りこんでいる。しかもその後数次にわたっ

て法の一部改正を行なって社会の進歩と法の不備

の補正を行なっているが，市町村における法の運

用に後進性のあることはいなめない。

１・ゴミ処理

横浜開港後より業が発生し，居留地や市街地の一

部を収集していたが市街化にともない順次拡大し

ていった。さらに関東大震災後抜本的な改革を図

り，滝頭焼却場を中心として旧市街地＜神奈川，

中，西，南，磯子＞に出張所を建設し，収集，運

搬，処理の体系を確立して全面的に直営事業に改

めた。戦後は運搬機材の機械化にともない，収集

世帯は急増し，現在50万世帯の収集を実施してい

る。このうち95%は計画収集＜週1～3回収集＞

世帯である。しかしその基本的な方法論において

問題点もあり，同時に衛生的な終末処理施設の能

力にも遅れがあって，焼却処理の比率は50％以下

である。

２・ふん尿処理　　　　　　　　　　　　　　　

ゴミと同様に開港当時から自然発生的に業が成立

して今日にいたっている。しかし大正13年から一

部直営で汲取りを行ない，現在では市内汲取対象

の95％が法15条の許可業者に依存しているが，そ

の成果はかんばしいものではない。反面戦後に急

激に上昇した，し尿浄化そうの普及と下水道によ

る水洗化は，今後ますます上昇するであろうし，

収集，運搬，処分にいたる一貫処理を業者に依存

しているところから市民との間に幾多の問題点が

発生している。

2 問題点とその展開

１・変貌するゴミの量と質

本市における人口動態の推移は改めていうまでも

ない。人口の増加に比例して汚物量が増加するだ

けではなく，1人あたりの排出量の増加もまたき

わめて重要な課題である。一般に都市の扱うゴミ

の量は都市文化のバロメーターともいわれ，消費

生活の向上とともに増加する傾向にあることは疑

いない。しかし本市においてどのような推移を示

すかをつかむことはなかなかむずかしいことであ

る。１人あたりのゴミ排出量では６大都市中最低

であることも，その数字が核心に触れていないも

のであることを示している。

一般にゴミの収集量は都市の有する収集能力の表

示であって，その都市のゴミの量ではない。また

１人あたり排出量は年間収集量を特別清掃地域内

の収集推計人口で除した結論に過ぎない。もしそ

の数字が正当であるならば市街地，河川にゴミの

投棄は見あたらないはずである。それゆえ現段階

では一種の目安というべきであろう。

しかも行政の実行過程で，収集量はその年度の予

算により，平均指数としてきめられているが，単

年度における月別の量の変化はいちじるしく，季

節によってはほぼ30%の変化がある。そのうえ，

量の増加は質の低下となってあらわれるという現

象がある。ゴミの増加する季節には，自乗に比例

するほどの作業量をまねき事業の施行を困難にし
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ている。

さらに計画収集時に不備な点が多いことと，35年

からしだいに増加した塩化ビニール製品や，不燃

性，難燃性，引火性などの化学製品の増加も問題

となっている。これらの製品は将来ますます国民

生活のなかに浸透するであろうことは当然予測さ

れるが，これらの製品処理過程＜主として焼却＞

で、施設に被害を与えるという新しい事実もあっ

て苦い経験をなめさせられている。

とくに塩化ビニール製品の増加を当然なものとし

て処理していくための対策は目下の急務であり，

同時に不燃物＜鉄製品，ガラス，陶器など＞を主

とした異型じんかいの増加も作業に相当の影響を

及ぼしつつある。

　このような量と質の変化に対して硬直した単一処

　理計画で処理できると考えることは馬鹿げたこと

　である。水分比の問題も同様であり，ゴミ質の悪

　さは自慢ではなく，当事者の，拙劣さの表示であ

り，かつ多角化した収集計画の実施も欧米ではす

　でに常識化している事実に学ぶべきであろう。

表１―主要都市の人口1人１日あたりゴミ排出量

図１　　月間ゴミ処理量推移＜昭和41.4～42.3＞

　２・過渡期にあるふん尿処理

．かつてふん尿は国民経済の一端をになう有力な資

表2　横浜市じんかい処理推計表　＜昭和42年度～50年度＞
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源であり戦中戦後にその実方を十分に示しじた。し

かし，横浜市では昭和25年３月肥料としてのバラ

ンスが破れ，はじめて余剰ふん尿を東京湾に投棄

した。以後ふん尿が無価物となるに比例し，人口

増加とあわせ海洋投棄がふん尿終末処理の大勢を

決するに至っている。横浜市は下水道施設，清掃

施設が皆無であっても臨海都市であるがゆえに内

陸都市が施設整備に努力している間，常に海洋投

棄で弥縫策に終始し，施設の整備は現状でも大都

市中,最低位である。しかし住民の衛生的でかつ快

適な水洗便所の要望は，都市下水道によらない浄

化そうの普及にいちじるしい数字を示している。

その普及率において全国で１位，設置基数におい

て東京都についで２位となり，とくに港北，保土

ヶ谷，戸塚区では異常な普及度を示し，その傾向

は下水道の普及とあわせても将来とも低下するに

はならないであろう。

法律的に放流水の水質規制は，し尿浄化そうでは

BOD90p.p.m以下であり，すでに市内設置され

た３万基以上のものは，行政的にその維持管理体

系を確立したとしても，辛うじて90p.p.mていど

で市内河川汚染の一要素となっている。もちろん

本年度改正されるであろう建築基準法により,B

OD30p.p.m以下及び60p.p.m以下の合併処理

の浄化そう及びコミニィティプラントを行政的に

推進することになれば，だいぶ改善されるとして

も，それを可能たらしめる行政体系はは不備が多

過ぎるのが実体である。

これらの環境整備が，国民的世論として「一億総

水洗化」の掛声の反面，本市の汲取り作業は水洗

化か計画通り増加しても人口増加に相殺されて昭

和46年度においても現状と大差がないものと推計

されている。しかも旧市内では下水道の水洗化に

よるスプロール，その他では浄化そうによるスプ

ロール現象と，交通量の増加，輸送距離の延長な

ど作業能率の低下は当然の結論である。さらに本

表３―し尿浄化そう設置基数

市の汲取り輸送は95%以上業者に依存し，利益の

薄い作業は自然に汲取料金の高額化，汲取り日数

の遅延により市民とのトラブルは絶え間がない。

ふん尿処理対策としては，水洗化を下水と浄化そ

うに分類し，生ふん尿は業者の合理化による汲取

作業を計画化しなければならない。この三つの内

容の消長に適切な方向を与え，具体的な行政体系

を確立することによって事業は安定化するもので

あって，その意味において本市はまだ過渡期にあ

るというべきであろう。

３・清掃と公害　　　　　　　　　　

清掃施設はもとより事務所,機械ひいては従業員

に対してまで市民が嫌悪の感情を有している。そ

れは，その業務が汚物処理であることと，くわえ

て多少不潔であってもやむをえないとする当事者

側の精神的な面がらも問題が生じている。

汚物を放置すれば生活環境が悪化するからそれを

処理しているのであるが，その処理の過程でも現

伏は必ずしも万全とはいいがたいのである。

清掃事業のなかから発生するであろう公害の種別

はつぎのとおりで，被害の多少は別として公害の

大部分を占めている。

1）水質汚濁に関係あるもの

2）大気汚染に関係あるもの
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(3)臭気に関係あるもの

(4)騒音に関係あるもの

(1)はゴミ処理，ふん尿処理共通であり,(2)は焼却

場，(3)はゴミ，し尿共通であり，(4)は例が少ない

が処理施設の機器から発生することがある。この

ような公害を防止するか，解消するかの措置を講

じえない限り正常な事業の発展は期しがたい。さ

いわいにして衛生工学の発達はおおむねこれらの

公害を防止できる態勢となっている。

一番困難な問題は(3)の臭気であるとしても，元来

汚物の大部分は有機性物質であり,収集運搬過程

と処理工程から発生するが，設備の改善と使用者

め管理上の注意でその大部分は解消することがで

きると思われる。不潔物を取扱うがゆえに情潔な

作業が必要であり，公害防止態勢をととのえるこ

とによって市民感情を順次好転させるよう努力す

べきだろう。

４・都市清掃の再点検

長い間単純労務によっていた清掃事業は，清掃法

の公布以来徐々に近代化が図られつつあるが，長

期にわたる伝統と因習の強い現場部局のため近代

化よりも現状の改革さえ遅効性を示している。く

わえて財源にとぼしい清掃事業は，その財政的な

制約からも前進は遅々としている。

しかし社会的要望はそれらの情勢を押し上げて，

昭和35年度以降順次各都市ともより前進を示しつ

つある。それは欧米から導入されてきた各種の情

報と施設内容によって強い刺激をうけ，さらにそ

れらに対応できる行政的な改善と作業の改革とを

能動的にも受動的にも受けいれざるをえない情勢

がでてきたからである。そのような条件を管理部

門も，収集部門も処理部門も同等の知識と能力の

もとに結集されなければ，限りある人員・機材で

能率的な運営は期待できない。また同時にそれら

表４　横浜市し尿処理推計表＜昭和42年度～昭和46年度>
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の条件を過去に経験して欧米の実体もほぽ知りう

る状態となってきている。

すなわち，都市の処理能力だけで都市清掃の問題

が解決するものではない。とくに市民意識の薄い

今日，無秩序に放出されていく汚物を一定の能力

で収集処分していくより，多岐にわたる汚物の内

容を分類合理化し，複数以上の計画のもとに市民

協力をえて都市の環境美化を図るべきである。

欧米の都市情掃は，直営の限界を規定し，さらに

総合的な行政施策とあいまって効率的かつ衛生的

に進めていると同時に経済的な運営を図っている

が，こうした実例を本市も参考とすべきである。

この意味においては，まだ新旧思想の混合した段

階であろう。

的であることはいなめない。この点は欧米の清掃

当事者とは全くの逆現象である。これら職員の研

修は重要な課題であり,まず監理的業務の人々に

は十分なる知識を要求されるべきである。そのこ

とによって清掃事業は単なる単純労務の社会でな

いことを理解するとともに，近代化が促進される

であろう。

汚物処理の目的及び方法論を検討するためにも，

定例的に研修の機会を与えたり,臨時的＜雨天，

休炉＞にはグループによる研究討論の機会をもう

けるなど，職員に知識と自信の基礎づけをして近

代化を図らなければならない。これが技術行政と

して再建されるべき清掃行政の第一歩であると考

える。

３ 七つの提案

２・弾力のあるゴミ処理

１・研修と討論の場を

清掃事業の問題点は自治体の内外共にあるが，そ

のおのおのが個々に独立した問題点として存在す

るのではない。そのおのおのが有機的な関連を有

しながら相乗的な現象を示すところに清掃事業の

特色がある。それゆえ，改善にせよ，改革にせよ

これらを考慮しながら行なわなければ効果は少な

いし，場合によっては他に逆現象を与える場合も

少なくない。

住みよい生活環境を守るためには各問題点を総合

的に判断して決定されるべきであって，一分野の

みによって行なわれるべきでない。清掃法成立過

程で問題となったように衛生工学の発達が十分に

事業に採用されなければ都市清掃の成立はありえ

ない。がしかし，十分な技術と技能が活用される

ためにはまず当事者自身がそれらの知識，技術，

技能を修得しなければならない。しかし単に本市

のみならず全国的にみても当事者そのものが後進

戦後手車から三輪，四輪車，さらに機械収集車と

車両の機械化は促進され，収集方式も定日制ある

いは定時制となっている。しかしその内容は，三

輪車収集の初期方式が単に日を定めるということ

に変化したに過ぎない。質の悪化を季節的増減に

自動的に対応できない生硬な収集方式のために常

に焼却能力の劣化と埋立処分地の公害を誘発して

いる。また現場の単位あたりの労働量にアンバラ

ンスを与えている。それゆえ総合的な観点に基づ

いて，収集，運搬，処分計画の再検討を図るべき

である。同時に質的分類に応じて収集計画を多角

化すべきである。当面，量の立場からは，増量期

と減量期とを２本建の計画にし，さらに週間内の

前半後半のアンバランスの調整のためには後半に

飛石作業を極力混用すべきであろう。

質の点からは混合収集をやむをえないとしても，

異型不燃性じんかいの収集は，各路線に月１回な

いし２回別途に収集を行なうべきである。さらに

ふたつき容器収集と厨芥の紙包み方法に市民の理

解と協力を要請し，含水率の低下を図りたい。

31



７大都市中含水率の高い点で１，2位を争うこと

はそれ自体収集計画の拙劣さを物語る以外の何も

めでもない。

同時に終末処理として焼却が主流である以上設備

の改善と運転の合理化を図るべきであり、さらに

都市計画のうえからみて十分に都市設備として活

用を図れる位置を選定するとともに，多目的処理

場＜廃熱利用＞の計画を極力推進しなければなら

ない。

埋立処分方式は，焼却となった場合でも，不燃性

じんかい，焼却残灰などの処分は永久的に残る。

現状の不法投棄方式を改めて極力衛生埋立方式に

するべきであり，改善しないかぎり将来埋立地の

獲得はおそらく不可能に近くなるであろう。もち

ろん予算との関連もあり，能力の限界を逸脱した

作業は無理であるから，直営無料の原則をとると

いうことはむずかしい問題である。しかし，米国

流に，家庭じんかい＜house　held　refuse＞に限

定して，営業用じんかい＜commercial　refuse＞

は有料かつ民営にきりかえたりして，直営で住民

サービスの徹底を図るべきではないだろうか。し

かし終末処理は民営ではなかなか成立しないので

市域排出じんかい総量に応じて清掃施設は建設す

べきである。そしてそれらの複雑な内容を整理し

て，各部がバランスのとれた弾力をもって近代化

を推進すべきであろう。

３・ふん尿処理の再出発

本市清掃事業における最大の弱点はふん尿処理で

ある。市民の批判は汲取作業が円滑でないことと

料金問題に向けられている。これは作業の実権が

業者の手に握られ，くわえてに終末処理の主体が

非能率かつ非衛生な海洋投棄に依存している点に

原因がある。

この根本的な解決はもとより下水道による全市水

洗化にある。しかし，現実的には，し尿浄化そう

の普及などを含む水洗化には長期間を必要とする

し，人口増をも考えると，汲取人口に影響がでて

くるのは最短でも５年先であろう。汲取作業が長

期にわたって存続するであろうことは推計上でも

明確である。しかも汲取作業の将来は漸減である

ということ自身が作業上，業者の火事泥式料金を

助長している点はいなめない。

人々にとって最も始末の悪いふん尿は，市民大多

数に直接サービスを目的とする清掃事業にまかさ

れている。だからその良否は当然市政批判として

直接影響をもってくる。しかもこれらの情勢はと

くに本市のみの現象ではなく，全国的な問題でも

ある。

単に現状の形態で委託に依存することではなく下

水道による水洗化地域を除く，し尿浄化そうと汲

取の混在地域に監理監督体制を一新し，業者の再

編成を図り，いまこそ計画的な行政のルートに乗

せるべき時であると考える。

４・行政機構の改善

戦後，清掃局は衛生局から分離し，その後事業の

拡大にしたがい機構を改革して今日にいたってい

る。これは，事業の拡大にともなう受動的な拡張

だったといえるし，しかも同型都市の規模にあわ

せているきらいがある。

６大都市その他大都市ではおおむね管理部門，施

設部門，業務部門の３部門を中心としているが，

いずれも弱点は総合的な企画性が欠除している点

である。これは別々に計画し，実施する形態では

自己矛盾もあり,とくに事業が長期にかつ計画的

に展開されなければならない現状を考慮した場合

誤りもなしとはいえない。それゆえスタッフ的存

在の少数精鋭主義で，企両部門を独立させるべき

ではなかろうか。欧米の清掃の例をみるまでもな

く必要であろう。

さらに業務体系についてみると，事業の計画・実
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施はあるけれども，その効果の確認行為が欠如し

ている。この点も監理監督体制での弱点といえ

る。

われわれの仕事が長期にわたって，誤りなく合理

的に市民サービスを強化するための機構は，必ず

しも他都市の例にならう必要はないと思う。

５・財源の獲得と能率化

清掃事業は汚物掃除法以来市町村の固有事務とな

っているという経過から，その事業費は市町村の

自主財源に依存し，その結果都市ごとに格差が生

じている。

清掃法によって清掃施設に補助，起債の枠がつけ

られたとしても、補助額については他の建設事業

と比較するときわめて少額であり,また地方交付

税の清掃費需要額の算定基準も大都市には適合し

がたい実情にある。

また，6大都市の清掃費の歳出比率がおおむね３

～４％の範囲内であり市自身の内部のみで解決す

ることにも限界がある。予算構成上の相違はある

としても欧米における清掃費の歳出比率がゴミ処

理だけおおむね10％であることからもわが国は低

率である。政府の生活環境施設整備緊急措置法が

公布されても積極的な効果があがらないというこ

とは裏づけの弱体な点にある。

現状では法の改正があれば，おおむね事業拡大に

より歳出が増加する場合が多いが，そのようなこ

とではなく基本的な清掃費の算定など税制の改正

のなかから清掃の充実を図ることができる。これ

から積極的に国・県に要望し続けると同時に，理

屈だけでなく，各自効率的な清掃行政への改善を

積極的に検討したい。

６・市民への連けいを深めよう

清掃法では住民に所定の義務づけと協力を要請し

ている。このことは清掃事業が自治体の行政責任

ではあるが，複雑な都市生活のなかで住民白身も

住みよい生活環境を守るためには協力義務がある

ことを意味している。しかし広報活動に対するわ

れわれのあり方は必ずしも万全とはいいがたい。

苦情を処理するだけではなく，苦情がおこらない

ととが望ましいことは当然である。その方法論と

して，事業の内容方法および将来の動向などを周

知することはもちろんではあるが，要は市民との

約束を市自身守ることであって，それは自身の計

画を尊重することでもある。

無法な要求は別として，われわれの機械的な広報

活動のみではその目的を果しえないことは過去の

経験が証明している。多人種を包括している米国

の情掃がきわめて，広報活動を重視している点は

見習うべきである。彼らは各種の広報活動と単純

で判り易い各種のパンフレットと協力組織を市民

のなかにもっており，同時に条例，規則などで違

反者は罰するという方法をとって環境美化を図っ

ている。いずれの方法を採用するとしても清掃

事業に市民が親しみの感情をもたず，対立してい

る関係ではよい清掃行政とはいえない。市の行政

上，個々の住民に定常的に接触するのは清掃のみ

である点からも，文書による広報活動のみではな

く，極力話し合う場をもつことにも努力したい。

できれば清掃協力組織が任意的に住民の間にでき

るほどに密接さを深めたいし，美化運動，あるい

は保健指導員組織が清掃とは必ずしも密着してい

ない点については深く反省したい。

７・悪習は捨てよう

長期にわたる下積みの現場として，清掃局内は人

情に厚く相互扶助の美風がある。それは尊重し受

け継がれるべきであるが，現場における有価物の

選別は事業上の大問題である。市民の目からも批

判は強く，直営作業の問題点はおおむねここから

発するとさえいわれる。この弊風はます公務員と
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して再考すべき第一点ではなかろうか。同時に業

者の「糞儲け」の気持は，業者職員に共通し，多

くの苦情の根源をつくっている。清潔な服装と親

切な態度で悪習を捨て去れば市民も自然と好意的

な感情をもつようになるであろう。それを理想と

して，一致して悪習排除に努力すべきである。

＜清掃局管理部長＞

≪コメント≫

清掃行政に対する希望と

意見

森本三男　　　　　　　　　　　

1 科学化の必要

現代の都市生活は，排出されるゴミとふん尿の収

集・処理の問題をぬきにしては考えられない。大

量生産・大量消費の高度産業社会へ移行するにつ

れ，ゴミはたんにその量を増すのみでなく，その

内容をも大きく変えていく。まことにゴミは文化

のバロメーターであって，都市化によるゴミ処理

の問題は，たんに大量収集・大量運搬・大量処理

の問題だけにとどまらず、従来のゴミの概念には

いらない新しいゴミの出現＜たとえば遺棄された

廃車＞にともなうゴミ処理の多角化の問題が同時

に起ってきた。し尿の処理は，究極には下水道の

完備につきるが，予想をはるかに上回わる郊外へ

の都市化の広がりは，下水道の普及率の維持にす

ら困難をきたし，地形・交通などの要因がいつ果

てるともつかない汲取り方式のし尿処理をいっそ

う困難にしている。こうした現状は，まさに別稿

　「清掃行政の実態と提案」＜以下「提案」と略称

する＞に示されているとおりである。

問題打開のためにまず考えなければならない点は

清掃行政の体系化ではなかろうか。たとえば，現

在の横浜市では，ゴミ処理については，一部大口

のものを除いて直営・無料方式がとられている。

これとまったく逆に，し尿処理においては一部大

口のものが直営方式であるだけでほとんどすべて

が民営＜許可業者＞によっている。料金問題はお

くとしても、直営・民営がなぜこのようにまった
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